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（午後１時00分 再開）  二つ目の質問です。学童保育所運営の主体

についてお尋ねいたします。 ○議長（中西峰雄君）休憩前に引き続き会議

を開きます。  学童保育所は、現在、民営の父母会で経営

する運営が行われておりますが、この運営の

負担の軽減を考えていらっしゃるのでしょう

か。全国的な流れは、全国学童保育連絡協議

会の報告で、実施・運営の主体として父母会

運営が減り、公営及び社会福祉協議会などへ

の委託や民間保育園が実施するところが増え

ていますが、子育て支援の一環として本市の

お考えをお聞かせください。 

 日程に従い、一般質問を行います。 

 順番11、10番 松本君。 

〔10番（松本健一君）登壇〕 

○10番（松本健一君）議長のお許しをいただ

きましたので、一般質問を行わせていただき

ます。午後１時からの一番眠いときでござい

ますので、しっかりと訴えてまいりたいと思

います。よろしくお願いします。 

 今回取り組ませていただくのは、三つの質

問です。 

 三つ目の質問です。大学との連携協定と学

生派遣（インターンシップ）協定大学につい

てお尋ねいたします。  まず、一つ目として、指定管理者制度とＰ

ＦＩ方式（民間資金活用による公共施設など

の整備等を促進する手法）についてお尋ねい

たします。 

 ①官学連携事業の役割をどのようにお考え

ですか。 

 ②大学誘致に向け、連携協定を地域活性化

策につなげる先を見据えた取り組みとしてお

考えでしょうか。 

 ①市で行われてきた指定管理者制度事業の

中で、実施した結果あるいは現状で同制度に

不向きだった事業があれば、その改善策をお

聞かせください。 

 以上三つの質問、よろしくお願いいたしま

す。 

 ②民間資金を活用するＰＦＩ方式や施設の

民間移譲は、財政難でも市民需要の高い事業

に適した運営改善策として実施している市町

村が増えています。図書館整備や幼保一元化

５カ年計画など、遅れが目立つ政策推進のた

めに検討されてはいかがですか。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君の一般質

問に対する答弁を求めます。 

 企画部長。 

〔企画部長（吉田長司君）登壇〕 

○企画部長（吉田長司君）最初に、指定管理

者制度とＰＦＩ方式についてお答えします。 

 ③こども園における指定管理者制度による

公設民営の経営は、市内民間経営の幼稚園や

認定こども園への民業圧迫となるのではない

でしょうか。市内子育て世代家庭に平等な幼

児教育環境を提供するために、地域格差や経

営条件の実質差をなくす制度設計など必要で

はありませんか。 

 はじめに、指定管理者制度事業の実施結果

と同制度に不向きだった事業への改善策につ

いてですが、平成15年９月２日、地方自治法

の一部を改正する法律の施行後、旧橋本市に

おいて同年12月に農業ふれあい公園が、本市

において初めて指定管理者制度が導入されま

した。その後、新市発足にあわせ、経過措置
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期間３年間で16施設が指定管理者制度を導入

し、合計17施設において民間活力を活用した

管理運営を実施することになりました。 

 当該制度の導入当初は、従前の管理委託制

度から速やかに移行するため、指定管理者の

選定を非公募とし、特定の団体等を指定管理

者としてきましたが、その後、各施設の管理

運営状況を踏まえた中で、指定期間が満了す

る施設から順次公募による指定管理者の選定

の検討を行い、また、新たに設置する施設や

既存の一部施設の管理運営方法を見直し、こ

れまで以上に民間活力を活用するため、公募

による指定管理者の選定を原則とした取り組

みを行ってきました。 

 その結果、現在では高野口デイサービスセ

ンター、高野口こども園、橋本林間田園都市

駅駐輪場の３施設が、公募により選定した指

定管理によって効率的かつ効果的な施設の管

理運営が行われ、実績を上げています。 

 また、平成25年４月開園予定となるすみだ

こども園も公募により指定管理者を選定し、

その効果が期待されるところであります。そ

のほかにも、やどり温泉いやしの湯、及び橋

本市エコパーク「紀望の里」についても指定

管理者制度導入に向けて調整が進められてい

ます。 

 しかし、その一方で、今議会で廃止条例を

提案しています国民宿舎紀伊見荘、自然体験

施設ひこばえの里について、社会また経済情

勢の変化による経営悪化や施設の老朽化等に

より管理運営が継続困難と判断された施設に

ついては、今後の施設のあり方を検討した上

で利用方法の見直しや売却など必要な対応を

とっているところです。 

 次に、ＰＦＩ方式や施設の民間移譲の活用

による図書館整備や幼保一元化計画などの政

策推進についてお答えします。 

 ＰＦＩ方式について、本市では保健福祉セ

ンターの建設にあたり、民間活力を活用した

手法の一つとして検討した経緯があります。

しかし、ライフサイクルコストという視点で

とらえた場合、15年、20年、30年という長期

契約が持つ利点にあわせ、資金調達を行政で

行うことによって低利での資金調達が可能と

なるメリットがある一方、建設後の管理運営

を考えた場合、ＰＦＩ方式によるメリットが

発揮されにくく、また、事業の発案から完了

まで長期間を要するというデメリットなどが

あるため、保健福祉センターの建設について

は従来型の公共直営方式により実施すること

になりました。 

 現在、和歌山県ではＰＦＩ方式の導入実績

はありませんが、いわゆるＰＦＩ法が施行さ

れて10年が過ぎ、全国的にも参考となる導入

事例が数多くあることからも、本市において

も、今後、図書館建設などの大型公共事業を

計画する際にはＰＦＩ方式の導入についても

検討してまいりたいと考えています。 

 次に、施設の民間移譲による活用について、

本市では、行財政改革の取り組みの一つとし

て、合併後、公共施設の再配置・再整備を進

めてきました。その中でも建築後相当年数を

経過し、概ね設置目的が達成された施設や利

用状況が悪化している施設などについては、

当該施設のあり方について見直しを行い、普

通財産として民間へ有償貸し付け及び売却等

を行ってきました。 

 議員おただしの幼保一元化計画などの推進

においても、統廃合等により廃止される施設

については、これまでどおりこの考え方を基

本に今後も取り組んでまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、大学との連携協定と学生派遣等のご

質問にお答えいたします。 

 まず、官学連携の役割ですが、今日的に大

学と行政の連携協力については、14番議員に
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もお答えしたところでございますが、非常に

重要であると認識しています。地域・行政に

とって大学は、まちづくりの課題に関する学

術的・専門性を持った知的資源として活用で

きることや、まちづくりを支える人材の育成

等が期待できます。大学にとっては、地域で

のフィールドワークによる体験や交流などに

よるより実践的な研究の成果が得られること

や、地域貢献を通じて地域での存在価値を高

めることができるなどのメリットがあります。 

 今後、商工業も含めた産・学・官の連携が

ますます必要になってくるものと考えていま

す。 

 次に、大学誘致に向け連携協定を地域活性

化につながる先を見据えた取り組みとして考

えているかとのおただしについてお答えしま

す。 

 大学との連携協定については、平成20年５

月に和歌山大学と「橋本市と和歌山大学との

連携協力に関する包括協定」を締結しました。

この協定は、橋本市と和歌山大学の人的交流、

知的・物的資源の相互活用その他の連携協力

を推進することにより、相互の活動の充実と

発展に資するとともに、地域社会の発展と学

術の振興に貢献する目的としています。平成

21年には包括協定に基づく観光学部の学生を

地域インターンシップとして受け入れを行い

ました。 

 他の大学との協定の締結については、和歌

山大学との協定による協力体制や事業内容を

さらに深め、その成果や実績を検証した上で

検討してまいりたいと思います。 

 また、大学誘致は地域活性化の大きな施策

の一つでありますが、少子化の進行や都市回

帰傾向など、ますます厳しい状況となってき

ています。さらに、市としましても大きな財

政的な負担も伴うことから、慎重に対応せざ

るを得ないと考えています。しかし、今後も

連携協力を深め、大学との密接な関係を築き

上げていくことが大学誘致の可能性へもつな

がるものと考えますので、ご理解のほど、よ

ろしくお願いいたします。 

○議長（中西峰雄君）健康福祉部長。 

〔健康福祉部長（上田敬二君）登壇〕 

○健康福祉部長（上田敬二君）こども園の指

定管理者制度の公設民営の経営は、市内民間

経営の幼稚園や認定こども園へ民業圧迫とな

るのではないでしょうか。市内の子育て家庭

に平等な幼児教育環境を提供するため、地域

格差や経営条件の実質差をなくす制度設計等

についてのご質問についてお答えいたします。 

 ご存じのように全国的に少子化が進んでお

り、本市においても例外ではなく、市内のゼ

ロ歳から５歳の就学前児童数も年々減少傾向

にあります。このような時代の転換期におい

て、橋本市の次代を担う子どもたちの健全な

育成環境を整備し、質の高い養育機会を提供

することが非常に重要と考え、平成19年に

「幼・保一元化５カ年計画」を発表いたしま

した。その後、平成21年４月に「認定こども

園高野口こども園」を開園し、平成24年４月

に「認定こども園すみだこども園」の開園に

向け、現在取り組んでいる状況です。 

 議員ご質問の地域格差については、計画時

点で市内に12園の公立幼稚園と15園の公立保

育園を設置していましたが、山田・岸上地域

には公立幼稚園の設置がなく、公立保育園３

園であり、また、一方、隅田・恋野地域には

保育園１園に対し公立幼稚園４園と、その設

置場所については確かに地域間にバランスを

欠いており、幼保一元化計画に基づく認定こ

ども園計画は、行政サービスの不均衡を是正

し幼児教育や保育を提供していく上で、市域

全体でバランスのよい乳幼児施設の配置とな

るよう見直ししております。 

 次に、認定こども園の制定管理者制度によ
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る公設民営については既設の民間幼稚園等へ

の経営圧迫等につながらないかにつきまして

は、本市の認定こども園における保育料は、

長時間児――つまり現在の保育園児――の保

育料は「橋本市保育料徴収規則第２条」の規

定に基づいており、利用者の方から見れば、

公立保育園、認定こども園、民間保育園のい

ずれを利用されても扶養義務者等の所得に応

じて保育料を決定しており、負担は同じとな

っています。 

 一方、認定こども園の短時間児――つまり

幼稚園児――の保育料及び入園料は「橋本市

立幼稚園設置及び管理条例第３条及び第４

条」の規定に基づき、公立幼稚園や認定こど

も園を利用される保護者の方については同額

ですが、民間幼稚園とは保育料等について負

担に格差は生じており、以前から市議会一般

質問でもご指摘いただいておりますので、現

在、格差解消の方策について検討を進めてお

ります。 

 次に、学童保育所運営主体についてお答え

いたします。 

 橋本市の学童保育所は、市が施設を整備、

保護者が運営を行うという方式をとっており

ます。運営につきましては、保護者自身、自

分たちの思いで立ち上げたという経緯もあり、

取り組み方は各クラブさまざまで、父母会の

協議により行われております。 

 また、運営費は、国・県・市の負担による

補助金交付により賄われておりますが、この

補助金は市の学童保育（児童クラブ）運営補

助要綱にのっとり交付されており、この要綱

により申請書、請求書、実績報告書等の書類

提出が必要となります。 

 補助金の額は、児童数、運営日数、運営時

間、夏休み等の長期休暇中の運営時間などに

より決定されるもので、これらの書類は大変

重要で、担当課では各学童保育所と十分連携

をとり、書類提出をお願いしているところで

す。 

 これらの事務が保護者の負担になって大変

であるということであれば、各クラブ個別に

事務のできる方をお願いするという方法、学

童保育連絡協議会という組織で一括して委託

する方法等、さまざまな方法があろうかと思

います。 

 いずれにいたしましても、提出書類の記載

等については担当課も相談に乗らせていただ

きたいと思っておりますが、補助金を交付・

審査している市自身が事務をするわけにはま

いりませんので、学童保育所主体で方策を考

えていただきたいと思います。ご理解のほど、

よろしくお願いします。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君、再質問

ありますか。 

 10番 松本君。 

○10番（松本健一君）ありがとうございます。

思っていた以上にまだいいご返事が含まれて

いたなというのが、１回目の質問の答弁でい

ただいたなというのが正直なところです。一

つ一つ行きたいと思います。 

 まず、１番の指定管理者制度の①です。 

 実施してきた中で代表的なところは、12月

の議会でもございましたけれども、紀伊見荘

の問題とか、やはり制度を運営していく上で

指定管理者制度といえども、民間の力といえ

どもなかなか難しい時代に来ているんだなと

いうのが正直なところではないかなと思いま

す。 

 今回の紀伊見荘は、その施設の老朽化とか

もあろうかと思いますけれども、運営的な面

で問題があったかと思うんですけれども、そ

の辺の所見、企画部長、いかがでしょうか。 

○議長（中西峰雄君）企画部長。 

○企画部長（吉田長司君）紀伊見荘につきま

しては、以前から地元委託ということで進め
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てきた中で、18年に指定管理を引いたわけで

ございます。ということで、委託してる頃か

ら委託先に自主的に運営をしていただいてい

るような状況がございましたので、これが指

定管理になったからということで急遽運営が

悪化したということじゃございません。 

 ただ、紀伊見荘につきましては、国民宿舎

法ですか、に基づきまして、従来、全国的に

国民宿舎が建った中でできたわけでございま

すけども、今日的な宿泊の状況、形態、それ

から人間の動きというんですか、そういう中

でやはり国民宿舎的なものが利用されにくく

なったと。ホテルにしましても、一人のビジ

ネスホテル的なものが増えてきましたし、大

広間でするという、会話をして宿泊をしてい

くというような形のものがなくなってきた中

で、形態的にも利便的にもああいうような施

設の利用形態が落ちてきた。これは橋本市だ

けじゃなしに全国的なことだというふうに考

えております。そういうことから今日的な状

況になったというふうに理解してございます。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）実際の運営のところで

初めから難しいところだったのかなとは思い

ます。ただ、こういった施設でも民間で旅館

業とかはそのまま続いているところもあろう

かと思いますので、公的なところで運営して

いくというところのデメリットが目立った事

業だったのかなというのが、正直なところ、

この国民宿舎というところかなとは思います。 

 やはり、この指定管理者制度を使っていく

上では、よく考えていただいて、公設民営と

いう、民営のメリットがどうしても前に出て

くるんですけれども、このあたりは熟考して

いただければと思います。 

 続きまして、２番のＰＦＩも含めての部分

です。 

 この点に関しては保健福祉センターで検討

されたということで、この点に関しましては

今の公営的な部分で運営していく、これはや

むないなとは思います。ただ、今後、図書館

とか先送りになっている事業でもＰＦＩを検

討していくということも挙がってましたので、

この点につきましては、特に再質問はござい

ません。 

 ３番目です。先ほど健康福祉部長のほうか

らご答弁いただいた内容で、幼稚園、それと

認定こども園の分に関しては、経営的な面で

民間と公立園、それと公設民営の園では格差

があるということで、これの格差解消を検討

していくというご答弁をいただきました。こ

の点について具体的な中身、今の経営的な差

というのはどこまで当局がつかんでいらっし

ゃるんでしょうか。中身に関してお答えいた

だけますか。 

○議長（中西峰雄君）教育次長。 

○教育次長（西本健一君）公立幼稚園と私立

幼稚園との格差の関係につきましては、21年

６月議会で１番議員の岡議員から一般質問を

いただいておりまして、それ以降、教育委員

会としては、副市長の答弁もあったとおり、

テーブルにのせていくと、協議をしていくと

いうことになっております。 

 22年の協議等経過を申し上げますと、22年

の３月９日に第１回の協議を行っております。

そのメンバーにつきましては、教育委員会の

担当であります教育総務課及び学校教育課。

所管は現在は学校教育課になっておりますが、

当時は教育総務課でございました。そういっ

たところと庁内部局の幼保一元化整備室、そ

れからこども課、そういったところで協議を

しまして、内容的には、公立幼稚園、私立幼

稚園の現状を踏まえまして、国の動向、これ

につきましては、就園奨励の国の補助がござ

いまして、その辺の分析、それと、１番議員

からいただいた21年６月議会の一般質問につ
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いての中身の検証、それと、幼保一元化計画

との関係、公立幼稚園、私立幼稚園との関係、

必要経費についてはどれぐらいになるであろ

うといったところ、その時点ではそういった

経費についてはまだ見えてございませんでし

た。 

○議長（中西峰雄君）教育次長。 

○教育次長（西本健一君）そういった金額に

ついてのおただしにつきましては、さきの１

番議員の一般質問でも十分その辺は認識して

おりますので、今言われましたように、２万

円から３万円近くの私立の幼稚園がございま

して、公立は6,000円台というところでござい

ますので、一般的には相当負担差があるので

はないかという積算をしております。 

 それから、22年の５月６日ですが、お隣の

河内長野市の調査をいたしました。教育次長

と教育総務課指導主事、それから副主査、３

人で出かけていきまして、河内長野の現状、

補助制度についての研究をしてまいりました。 

 以上です。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

 そういった中身を踏まえまして、平成22年

９月にそういった関係課へのいろんな状況の

報告をさせてもらいました。課題の集約をさ

せてもらいまして、途中経過ではございます

が、22年９月に決裁にてそういった状況の報

告を市長までさせてもらいました。 

○10番（松本健一君）１番議員に対してその

とき答えたので、私には答える必要性はない

というようなお答えなので、ちょっと詰めに

くいんですけれども、実際のところ、現状、

私立の園が、今、幼稚園ですと三石台幼稚園

と、それと城山台、それとあやの台、それと

高野口にもございます。  今後の予定でございますが、そういったと

ころを関係課による協議をさらに深めまして、

最終的には次の段階であるテーブル、政策調

整会議にこの件をかけさせていただきまして、

今後、市内にある私立の法人とも十分協議も

必要でございますが、そういったところを受

けて政策調整会議を踏まえて、23年度の関係

でいろんな要綱づくりやら、できればしたい

なというのが教育委員会が今精査しておる現

状でございます。 

 その中で特に空白になっているところ、例

えば次の保育園が出てくる建設計画が挙がっ

てる三石保育園に関して、ここ、保育園です

けども、今後の時代の流れでこども園化する

っていうことはないんでしょうか。もしそう

なってくると、その同地区に民間の園と、そ

れと認定のこども園ということも考えられる

んじゃないでしょうか。保育に欠ける子とい

うことで、今は時代の流れとして保育園がご

ざいますけれども、どちらも子どもには変わ

りがないので、時代の流れとしては認定こど

も園の流れで幼保一元化５カ年計画でもその

流れで進んでいるのに、ここには保育園をつ

くっていく。となってくると、この地域で公

設民営、民営の園が二つ存在してきます。そ

うなると、現状ある園は格差という部分でか

なりの差が出てくるんじゃないでしょうか。

経営的に今の現状のままいけば格差が生まれ

てくると思いますけれども、この三石の件に

ついては今後どのようにお考えでしょうか。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）具体的な中身での差を

知りたかったんですけれども、先ほど健康福

祉部長から幼稚園の月額の料金と市内の幼稚

園、私立の園、だいたい２万円ぐらいかかっ

てくるんですかね。それぐらいします。実質

的なその料金差はどこから生まれてくるんで

しょう。民間が高くて、公立が安いというと

ころ、この分はどうとらえていらっしゃるの

か。教育委員会でも結構ですし、市長部局か

らでも結構です。お答えください。 
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○議長（中西峰雄君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（上田敬二君）三石保育園、

新年度から設計に入るわけなんですけれども、

三石保育園の移転につきましては、土砂災害、

急傾斜地等の緊急を要するため最優先で進め

ていた経過がございます。したがいまして、

こども園計画でしたら２次計画がまだできて

いないということと、保護者や地域のコンセ

ンサスを得るには相当な時間がかかるという

ことで、緊急性という物差しから比べればち

ょっと無理があるということで、現状の保育

園としての建て替えを計画しております。 

 それで、今後なんですけれども、今後につ

いてはこども園化ということを松本議員おっ

しゃいましたけれども、現時点では紀見地域

については、幼稚園、保育園ともこども園計

画については計画しておりません。２次計画

において今後改めて計画を作成していく、そ

ういうことでこれまでも市議会等で答弁させ

ていただいておりますので、今のところ全く

白紙です。 

 現状においては、柱本幼稚園もありますし、

紀見幼稚園もありますし、境原幼稚園も紀見

地域にはあります。それと、保育園について

も、三石保育園あり、紀見保育園もあります。

これらの今後の扱いにつきましては、園児数、

児童数の今後の推計等も頭の中に含めながら、

今後どうしていくか、方策についてはこれか

らの協議となります。計画の見直しについて

は今後やっていくということで、これまでも

答弁させていただいているとおりでございま

す。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）この問題に関しては、

当局も教育委員会も検討を進めていっていた

だくと。一番初めの部分でも格差解消に関し

て検討を進めてまいりますというお答えがご

ざいましたので、あまり深く突っ込んでいく

つもりはございません。 

 しかしながら、今度のすみだこども園では、

この地域に認定こども園が二つできてきます。

直接的にこの民間の園、一つは公設で公立園

としての民間の活力を使う、一方はあくまで

も民間の園で行う。ここにサービスの部分で

も格差が多分生まれてくると思います。特に

新しいサービスでバスの運営であったり、一

方は無料、一方は有料で回る、こういった部

分でもきめ細かくその差を埋めていく政策が

必要になってくるかと思いますので、市内の

民間園としっかり協議をしていただいて、こ

の格差解消に取り組んでいただきたいという

ことを要望させていただきます。 

 それと、三石に関しても幼稚園が今ある上

で保育園を移す、こういった期間しか、もし

こども園化していくとか進めていく上で協議

する場もないと思うので、地域の民間の園と

しっかりと。結論はなかなか出せないのかも

しれないですけれども、交渉のテーブル、説

明のテーブルにしっかりとのっていただくと

いうことをお願いして、これに関しては終わ

らせていただきます。 

 二つ目、学童保育所運営主体に関しまして

細かく説明していただけました。申請書、報

告書とか行政の手続きというのが重要である

と。ここの部分、保護者の方々にとっても重

要だからこそ、皆さんからの運営の中で負担

が重くなってると。役員をやりたくないがた

めに学童保育所に子どもを預けることを躊躇

されてるということをよく聞きます。恐らく

今預けていらっしゃる児童数よりも自宅に戻

って、一人でかぎっ子になっている子どもた

ちも多くいるのかなと、こういった声もよく

聞きます。できる限り父母会の要望をお聞き

いただいて、行政の窓口で行うのが難しけれ

ば社会福祉協議会とか、多くの補助金を出し

て人をお願いしているところあるかと思いま
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す。そういったところにも協力をお願いして、

できる限り市内の子どもたちがよい環境で橋

本市の教育、それと生活ができるような環境

を整えていっていただきたい。この点に関し

て、やはり一番声が多いです。 

 しかしながら、一方で、自分たちでもやっ

ぱり親の責任として運営は行っていかないと

いけないなという声も聞くんです。ただ、行

政の手続きが負担だという部分に関しては、

これはやっぱりちょっと考えないといけない

なと思います。親の声が届きやすいように運

営していくことも必要です。それ以上に負担

のないようにしていっていただきたい。 

 先ほど部長のお答えで各クラブに事務負担

を軽減するために担当を置いてということで

したけれども、こういった部分。この担当を

置くというのは、学童保育所に人を置くとい

うことですか。それとも、行政の窓口に置く

ということですか。この辺、確認をお願いい

たします。 

○議長（中西峰雄君）健康福祉部長。 

○健康福祉部長（上田敬二君）先ほど私、答

弁させていただいたのは、各クラブ個別に事

務のできる方を置くという意味合いで答弁さ

せていただいて、これはクラブが主体的に置

くという意味でとらえていただきたいと思い

ます。 

 それと、最初の質問で、現在は父母会が主

体的に、これは、橋本市の場合は最初の学童

保育所開設以来、父母会が主体的に運営して

いただいているということ、その流れでずっ

ときているんですけれども、どうしても事務

等負担になって、役員になられる方も引っ込

みぎみになってしまうというような事態であ

れば、松本議員おっしゃったように、社会福

祉協議会ですとか、民間の保育園ですとか、

あるいはその他の団体というところ、全国的

には他の団体なり機関が運営されているとこ

ろも実際に数多くあります。父母会の手から

そちらのほうへ移行するというような機運が

あれば、また担当課なりが相談に乗ることも

やぶさかではないと私は考えております。 

 以上でございます。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）お答えの中の各クラブ

に担当を置くというのは、結局のところ、そ

れは父兄が担うということですよね。声とし

て、だれがやるかというところでやる人の負

担というのが重くなってるわけですよ。そこ

を少しでも軽減していただきたい。そういっ

た事務的な負担というのをなくせるよう。私

も自治会の役員をさせていただいてて、いろ

んなものが来ます。これもあれもと来ます。

同じような状況を聞いております。やっぱり

だれかがやらなあかんけれども、こういった

子育てで本当の福祉の面でここを充実させな

いと、この橋本市で子育てしたいと思ってい

ただけなくなってしまう。 

 先ほどの部長のお答えの中に社会福祉協議

会などが運営を行っているというところ、大

阪の箕面市とか、市内すべてをそこが運営し

ていると。やっぱりそういうところ、こども

園であっても、先生方、今、小学校１年生の

この子たちが本当に一人で家で待つことがで

きるかと不安になると。だからこそ少しでも

手を差し伸べてあげたいなという声も出てき

ています。 

 この小学校１年生から３年生までのまだま

だ見てあげないといけない子どもたち、少し

でも橋本市が手を差し伸べてあげれるよう、

父母会から要望も上がってきてると思います、

いろんな。毎年４月には連絡協議会の大会と

かも総会がありますよね。こういう中での要

望、組み入れてあげてほしいと思います。よ

ろしくお願いいたします。この点につきまし

ては以上で終わらせていただきます。 
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 三つ目、大学との連携協定に関してです。 

 同僚議員からも和歌山大学との包括連携協

定に関してございました。これに関しては、

市のさまざまな政策を行っていく上で和歌山

大学のほうから先生方に来ていただいて、入

っていただいていて、いろんな見識をお持ち

だなと、いつも感心させられるんです。もっ

と多くの大学とこういった連携協定というの

は進めていってもいいんじゃないかなと思う

んです。それぞれのまちづくりのご見識の深

い方々も多く大学にはいらっしゃると思いま

す。そういった点に関して、ほかの大学との

包括連携協定など取り組むことはできるのか

どうか。和歌山大学以外でもやることができ

るのかどうか、この点に関してお答えをお願

いいたします。 

○議長（中西峰雄君）企画部長。 

○企画部長（吉田長司君）過去でも連携協定

がない中でも大阪市立大学の先生、それから

大阪府立大学の先生、関西大学もありました

か、大阪千代田短期大学、それから立命館大

学、長岡造形大学というような形で接触して

ございます。いろんな委員になってもらった

りしてございますけれども、和歌山大学との

連携、これは包括協定ということで、委員に

なっていただくのが目的じゃございませんで、

もっとまちづくりに、住民も参加する中へ一

緒に入っていただくということで、かなり大

きなメニューになってございます。そういう

ことで、もうすぐ３年になるわけでございま

すが、継続した中でもう少し住民もメリット

あるような形の連携協定に仕上げていきたい

という考え方でございます。 

 ということで、ほかの大学との連携協定を

拒むわけじゃございませんけれども、こうし

てせっかく結んでいるところについてもっと

充実していきたいなという考えがございます。 

 それと、専門的な部分につきましては、ま

た和歌山大学だけじゃなしに、ほかの専門的

なところにつきましても従前どおり、いろん

な形で協力願ったりしていくという形で、協

定を結んでということは今のところ考えてな

いという説明でございます。 

 以上でございます。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）別にこれは拒むわけで

もないわけですよね。和歌山大学以外でも場

合によっては包括で組むことはあると解釈し

てよろしいですね。 

○議長（中西峰雄君）企画部長。 

○企画部長（吉田長司君）ちょっと表現がま

ずかったようでございますけども、まず、和

歌山大学との包括連携協定を充実させていき

たい、熟させていきたいという考えでござい

ます。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）そしたら、今、連携協

定、プール学院大学と大阪大谷大学、この二

つ結んでおりますよね。こことの具体的な事

業内容とかご紹介いただければと思いますけ

れども。 

○議長（中西峰雄君）副市長。 

○副市長（清原雅代君）今初めてその２大学

と連携協定を結んでいるということをお聞き

しましたけれども、橋本市が結んでおります

のは和歌山大学だけです。 

 それと、先ほどから申し上げておりますの

は、連携協定を結んでいる和歌山大学とも十

分な中身の詰めができていない中でほかの大

学との協定というのは、現在のところ積極的

に働きかけるというようなことは市としては

考えておりませんので、ご理解を賜りたいと

思います。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）これ、教育委員会のホ

ームページに掲載されておりますよね。連携
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協定、プール学院大、平成21年４月17日、大

阪大谷大学、平成21年７月８日で提携を結ん

でいると掲載されております。それ以外に学

生派遣に関しては桃山学院大学、平成21年４

月１日、帝塚山学院大学、平成21年５月15日

というふうに掲載されておりますけれども、

これとの関連性というのはどういったすり合

わせになってるんでしょうか。 

○議長（中西峰雄君）教育次長。 

○教育次長（西本健一君）確かに今ご指摘の

とおり、連携協定してる大学につきましては、

これは教育委員会のほうで大学側あるいはそ

ちらのほうから接触、要望に基づきまして、

プール学院につきましては、子どもたちの運

動能力というか、そういった講師派遣をお願

いしたり、それから、大阪大谷大学につきま

しては、研修の関係でそういった連携を協定

してることはたしかございます。それは教育

委員会が、先ほどから申し上げているような

包括協定ではなしに部分的にそういった運動

能力の開発とか講師派遣とか、それから研修

についての、そういった教育に関する部分で

派遣依頼等、教育長が協定を結んで、大学側

からの接触に基づいて行っておるものです。 

 今、議員がおただしのところについては、

他の大学というのは、私立大学の中ではその

周辺の市町村とそういった協定を結んでおる

というのは確かに私も承知はしております。

そういったところにつきましての和歌山大学

の地域包括協定とは別途に教育委員会として

学生派遣をしてもらったりすることが可能な

のかどうかというのは、23年度以降に研究は

してまいりたいと思っております。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）教育委員会の連携協定、

これに関して私の実際のところの趣旨はここ

にあったわけです。包括というところで和歌

山大学が一番初めに出てきたので、ここをち

ゃんと整理したかったので、今あえて和歌山

大学のほうから触れました。 

 教育委員会が人的交流を結んでいくための

こういった大学との取り組み。私、和歌山大

学との包括連携もすごく重要なことだとは思

うんです。大学生であったりとかが地域で活

動していただくということ、まちづくりにも

すごく役立つんじゃないかなと自分なりに思

ってるんです。活動してることを聞いても、

この連携協定に入ってないところでも一人ひ

とりがボランティアで入っていただいて、教

育の場に携わっていただいてる、協力してい

ただいてるっていうことから、大学もかなり

評価をつけていただけるということを聞いて

おります。包括連携もすごく重要なことです

けども、こういった教育委員会が主体となっ

て大学との連携を結んでいっていただく。 

 それと、次、二つ目のほうに触れますけれ

ども、インターンシップの活動に関して、特

にこの橋本市にお住まいの学生さんがこの地

域で大学の単位を地域活動で取っていただけ

るということの制度とお聞きしております。

地域活動で、これは教育の場ですけれども、

学生の力を使えるというところでは、もっと

もっと多くの大学、市内の大学生、まだまだ

多くいらっしゃると思います。どこに通われ

ているのかとか、高校とか、卒業されたこと

をお調べになれば、やはり力になる大学とい

うのがわかってこようかと思うので、そうい

ったところにも市のほうから教育委員会のほ

うから、待つのではなくて、そこへ働きかけ

ていっていただきたいんです。そのかかわり

から市全体が活性化するような取り組みにつ

ながっていくかと思いますので、この点に関

して所見をいただければうれしいんですけれ

ども、よろしいでしょうか。 

○議長（中西峰雄君）教育次長。 

○教育次長（西本健一君）先ほどから答弁さ
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せていただいております。今の学校インター

ンシップにつきましても、要するに、橋本市

から周辺の大学に通っておる学生と、それか

ら受け入れ側の橋本市内の小・中学校の需要

というのか、そういう要望を掌握して、その

辺のマッチングをさせていくべきだと思って

おります。そういうことの中で今言った活力

を生むような要素が大いにあるとは思うんで

すけれども、小・中学校も力量的にそういっ

たところを取り入れていくだけの要素がある

のかどうかということもやっぱり需要調査を

した上で、それから、市内から大学へ通う中

でそういったところの要望、それを合わせて

いくという作業が必要だと思っておりますの

で、その点、ご理解いただきたいと思います。 

○議長（中西峰雄君）10番 松本君。 

○10番（松本健一君）各学校の要望を聞いて

いって取り組んでいただくということですが、

学校側にとってみて、これ、やっていくの、

結構大変なことだと思います。夏休みの授業

とか、子どもたちの放課後の取り組みとかを

やっていく上で、やってあげたいと思ってて

もなかなか取り組めない。教育委員会側で、

この四つの大学があって、ここからも派遣し

てもらえる、それ以外でも、結局、手が足り

ていないという現状も聞いてます。それで、

個別に募集をかけたりとかしてる現状もあろ

うかと思うので、より積極的にこの点、教育

委員会には働きかけを行っていっていただき

たいなと思います。教育に関しては、今回の

予算の中とかでもいろんな政策、特に耐震化

の取り組みというところ、負担が多いかと思

いますけれども、子どもたちの政策に関して

は、これは今しかないので、ここの点に関し

ては先送ることのないように取り組みを行っ

ていっていただければと思います。 

 以上です。 

○議長（中西峰雄君）これをもって、10番 松

本君の一般質問は終わりました。 

 この際、２時10分まで休憩いたします。 

（午後１時55分 休憩） 
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